
２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
認定こども園・幼稚園・保育所の窓口
一本化の検討

認定こども園・幼稚園・保育所の窓口
一本化に向けての準備
（機構改革，条例・規則等の整備な
ど）

本格実施

手
段

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

所属部課名

総
合
計
画

申請件数
入所児童数

申請受付及び面接による入所判定

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】
通年　保育所入所受付事務（申請受付・保育所との調整・
　　　　入所決定通知発送）
次年度入所申込受付事務
　市外保育所　　　　11月初旬～中旬
　新規入所（市内）　12月初旬～1月初旬
　継続入所（市内）　1月下旬
保育料決定事務　　３月

【DO】事務事業の実施

申請件数
０歳児から小学校入学前の児童のいる世帯

優先度を数値化した適正な入所事務

入所児童数

待機率

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

28年度（目標）

1,162

26年度（目標）

15,649

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標

1,162 1,162

1,036

195

14,7001.96

27年度（計画）

―

継続

成
果
指
標

0.3％（3人） 0.0%

1

市単独

福祉部　子ども福祉課

―
保育所入所事務

H18 単年度繰返し

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

款 項 目

共催者・関係団体
１　子ども・子育て支援
１　保育内容の充実

細目名 関連計画
根拠法令 児童福祉法

公立保育所４施設、私立保育園６施設の
入所事務を統一的に行う。

※H２４年度において，子ども・子育て関
連３法が改正されたことに伴い，財政措
置が認定こども園・幼稚園・保育所を通じ
た共通の「施設型給付」になる。
本格施行時（平成２７年度）には，幼保連
携型認定子ども園に係る認可・指導監督
の一本化や「施設型給付」の創設等を行
う新制度を一元的に管轄できる体制を整
備することが求められており，まずは認定
こども園・幼稚園・保育所の対外的な窓口
の一本化をする必要がある。

予
算
科
目

会計
一般 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費標準的事業（保育G）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法
―

負担金の有無

人

人

％

件

消耗品費　　　　     18,372円
印刷製本費　      　98,805円
手数料　          　124,277円
委託料            　777,000円
　　計　　　　 　　1,018,454円

25年度（計画） 26年度（計画）

16,473 15,649

195

16,948 11,145

単位

人

件 1,036

22年度（実績）

22年度（実績）

23年度（実績）

1,050

1,096

16,953

441

870

441

11,586

25年度（目標）

1,059 1,162

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（実績）

1,050 1,059 1,162

1,096

5

5

1,019

1,1621,101

195

1.96

24年度（実績）

14,700

1,036

1,036

195 195

2.18 16,350 1.37 10,275 1.96

1,019

14,700 1.96 14,7001.96

195 195

14,700

754

2.2%（23人） 0.0%

1,101 1,1621,162

1,162 1,162

1.9％（20人）

1,162

1,162

27年度（目標）

0.0%

1,162

15,649 15,649

15,454

0.0%

1,162

1,162

1,162

15,454

754

職員割合

754 754

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

申請件数

人
件
費

活
動
指
標

入所児童数

754

15,454 15,454 15,454

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

評価区分

評価事業

児童福祉総務費

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

事業費及び指標の推移

195

598

千円

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

千円

事
業
費

千円

千円

千円

千円

千円

千円

待機率

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

％

件

人

申請件数

入所児童数



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

現在，少子化が進行しているが，子どもをもつ女性の就労が増加してきている状況の中，保
育所の運営は重要なものとなっており，その入所事務についても適正に処理を行い迅速な
対応が求められる。

その他

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

現  状  維  持資源配分

法定委任事務により実施主体を市町村と定められ実施している事業であ
り，就学前児童の健全育成が図られているため，現行どおり継続実施す
る。

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

④取組状況

①改革・改善案

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

児童福祉法で定められている事業を遂行するための
事務であり廃止できない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
法定委任事務により実施主体を市町村と定められ実施した事業である。

子ども・子育て関連３法が改正されたことに伴い，平成２７年度本格実施に向けて市町村の認定こども園・幼稚園・保育所の窓口を一本化することが
求められている。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

法定委任事務により実施主体を市町村と定められ実施した事業である。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
法定委任事務により実施主体を市町村と定められ実施した事業である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

延長保育については、市内６園とも取り組んでいるため、病
児・病後児保育を実施する保育園が増加するよう民間保育
所に働きかける。

〇すみれ保育園
　　体調不良児型開設

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上

〇おしのべ保育園
　　病後児対応型開設

同上 同上

特別保育事業

実施計画・事務事業評価共通調書

事務事業名

政
策
体
系

政策

事務事業番号 2

１　子ども・子育て支援

【PLAN】事務事業の計画

園

園

成
果
指
標

対
象
指
標

対象保育園

　延長保育促進事業

　病児・病後児保育事業

　病児・病後児保育事業

件

サービス利用者件数

　延長保育促進事業

件

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

事
業
費

12,191 13,874

23,724

24年度（実績）

千円

千円

25,564

12,781

嘱託臨時

918

児童福祉総務費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

単位

指標区分

3

25年度（目標）

2

24年度（実績）23年度（実績）

6

16,605

1,275 1,275

792

42,894

6

1,275

園

事業実施園数
活
動
指
標

　延長保育促進事業

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

事業費

事業費及び指標の推移

1,275

園

他課の協力分

単位

　病児・病後児保育事業

人
件
費

時間外

職員割合

4

6

51,090

6

51,090

6

千円

792

6

792

12,821

6

792

12,821

6

0.17

12,821

6

4

6

1,275

4

6

27年度（目標）

947 792

12,821 12,821

2

65

51,090

0

0 0.07 525

38,345 35,915

0.17

49,815

16,605 16,605

千円

千円

38,345

525

28年度（計画）23年度（実績） 25年度（計画）22年度（実績）

33,210

22年度（実績） 26年度（目標）

1,275

36,440

16,605

1,275 0.17 1,2750.17

49,815

笠間市民間保育所補助金
（延長保育促進事業、延長保
育事業、病児・病後児保育事
業）
41,618,021円

４　【事業費の内容（決算額）】３　【年度目標】

関連計画
民生費 児童福祉費

款 項 目
根拠法令特別保育事業

福祉部　子ども福祉課

所管省庁

県補助

所属部課名

補助率 2/3

後期基本計画
重点視点

補
助
単
独
区
分

―
負担金の有無

継続

―

共催者・関係団体

県子ども家庭課

茨城県特別保育事業費補助金交付要項

単年度繰返し

実施手法
すべて委託 ○

補助金の有無

1,275

51,090

4

33,210

事業実施園数

民間保育所

13,374 14,569

6 6

千円

延長保育促進事業、病児・病後児保育事業の充実

6

41,619

園

園

件
件

33,210

【DO】事務事業の実施

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

26年度（計画） 27年度（計画）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

6 6 6 6

33,21027,745

49,815

6

0.17 1,275

49,815

　延長保育促進事業民間保育所と連絡・調整を図り、新たな事業へ取り組
む際には、指導・助言を行う。

単位

　延長保育促進事業

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段

園
　延長保育促進事業

目
的

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画 ○

政策的事業

事
業
期
間

開始年度

１　【事務事業の全体概要及び背景】

終了年度

評価区分

評価事業

総
合
計
画

新規・継続
小政策
施策

１　保育内容の充実

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

民間保育所が通常保育以外の多様
な保育サービスを実施するように事業
費補助を行う。

延長保育促進事業
　（大沢・みか・すみれ・めぐみ・岩間・
おしのべ保育園）

病児・病後児保育事業
　病後児対応型（みか）
　体調不良児型（大沢・すみれ）

予
算
科
目

小施策
H18

会計
一般

細目名

対象保育園

　病児・病後児保育事業

28年度（目標）

園　病児・病後児保育事業

⑥
活動
指標

　病児・病後児保育事業
サービス利用者件数



共働き家庭が多くなり，就労において育児が損なわれないよう育児環境
の整備を図っているものであり，現行どおり継続実施する。

一次評価結果

効
率
性
評
価

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

延長保育や病児・病後児保育などの保育の実施により，児童の福祉の向上を図ることがで
きる。

親の就労などのため保育に欠ける児童に対し実施するものであり削減は見込めない。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

子育てに対する負担の軽減や子育ての両立支援など，安心して子育てができる環境を整え
るものである。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

その他

全体総括（振り返り，反省点）

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

名称

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持資源配分

親の就労することに対する不安，保育の質の低下を
まねくものであり廃止できない。

延長保育促進事業については、市内民間保育園６園とも取り組んでいる。病児・病後児保育事業については、すでに、大沢保育園とみか保育園が取
り組んでいるが、２４年度より新たにすみれ保育園が取り組み，２５年度からはおしのべ保育園も取り組む予定。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

子どもをもつ親の就労が増えており，延長保育事業や病児・病後児保育事業については保
育所の大きな役割を担っている。

①改革・改善案

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

評価区分

3

政策的事業
障害児保育対策事業

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

・補助金申請事務
・民間保育園と連絡・調整を図り、障がい児を受け入れた保
育所には補助金を交付した。年度途中で入所児童に障害の
症状が現れてきた際には、保育士の加配等を含め、民間保
育園と協議し対応を図った。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

総
合
計
画

目会計 項
児童福祉費 児童福祉総務費

款 細目名

保育に欠ける障害児の保育を促進
し、その健全な発達を助長するため
に民間保育園が実施する発達支援
等に要する経費について助成する。

障害児保育対策事業

障害児の受入をスムーズにするため、障害児を受け入
れた保育所には、保育士を加配できるよう金銭的な支
援を行う。

総合計画実施計画

事
業
期
間

開始年度

民生費

１　子ども・子育て支援
１　保育内容の充実

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

園

笠間市民間保育所補助金交付要綱

共催者・関係団体

対象保育園
単位

関連計画

障害児受入児童数

28年度（目標）

975

1,920

6

成
果
指
標

5

対
象
指
標

福祉部　子ども福祉課

補助率

所属部課名

後期基本計画
重点視点

○
―

評価事業

継続
終了年度

新規・継続

単年度繰返しH18

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

補
助
単
独
区
分

所管省庁

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
―

市単独

３　【年度目標】

実施手法
―

負担金の有無
すべて委託

笠間市民間保育所補助金
（障害児保育対策事業）
　2,260,000円

【DO】事務事業の実施

手
段

園
⑥

活動
指標

障害児を受け入れた民間保育所に対して補助する。

事業実施保育園数

人

26年度（計画） 27年度（計画）25年度（計画）

事業費及び指標の推移

0 975

2,160

9750.13

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（実績）

1,920

3

24年度（実績）

2

2,8952,895

26年度（目標）

3,235

2,260

975

2,260

1,920

1,920

0.130.13

975

2,895

2,648

2,648 2,160

150

975150

22年度（実績） 23年度（実績）

0

6

666

4

1,920 1,920

975 0.13 9750.13

1,9201,920

6

2,310

6

25年度（目標）

3

6 6

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

根拠法令

975

2,895

6

3

6

27年度（目標）

0.02

3 3

6

単位

千円

千円

千円

2,648

975

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

職員割合

活
動
指
標

園事業実施保育園数 2

園

人

千円
事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

千円

22年度（実績）

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

民間保育所

５　事務事業の目的と手段

予
算
科
目

一般

事業費 単位

目
的 ⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

④
対象
指標

１　【事務事業の全体概要及び背景】

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

対象保育園

障害児受入児童数



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

笠間市民間保育所補助金交付要綱の一部
改正を行う。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

障がい児に対する保育は公平な保育をする上でも欠くことができないも
のであるが，国庫補助が廃止され給付額等の検討が必要である。

その他

一般財源でもあり単価の見直し等が考えられる。

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

補助の見直しにより国庫補助が廃止されたが，重要な事業であり継続して実施する必要が
ある。だが全て一般財源からの負担になるため給付金額の見直しを考える。

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

子育てに対する負担の軽減や子育ての両立支援など，安心して子育てができる環境を整備
する。

資源配分

総合評価

今後の方向性 改善し，継続

民間保育園への説明を実施した。

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

縮  　　　　　小

【PLAN】事務事業の計画

名称

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

健常児，障害児が差別なく公平な保育を受けられる
ようにすることが必要であり廃止できない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【CHECK】事務事業の一次評価

市内各保育所に身障手帳・療育手帳に該当する児童がいるほか，低年齢児のため，まだ手帳は交付されていないが，成長とともに発達障害等の症
状が現れてくる児童もいる。障害児は健常児よりも手がかかるため加配保育士が必要となり，人件費が嵩む事から民間保育所で障害児を受け入れて
もらうためには，補助金による支援が必要である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

保育に欠ける障がい児の発達支援に対し，加配等により支援をしていくものであり，障害児
の処遇の向上を図るものである。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

新規・継続

次世代育成支援対策事業

4

評価事業

事務事業番号

総
合
計
画

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

地方債

国庫支出金

県支出金

4,415 4,409

千円

千円

千円

千円

事業費及び指標の推移

目
的

事
業
費

財
源
内
訳

民間保育所

900

民間保育所における保育内容の充実強化を図る。

8,830 8,818

その他

事業費 単位

【DO】事務事業の実施

0

10,468

1,650

千円

千円

千円

事業実施保育園数

指標区分

活
動
指
標

22年度（実績）単位

千円

5

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

事業実施保育園数 園

園

8,830

園

5,400

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策
１　子ども・子育て支援

評価区分

2,700

人
件
費 他課の協力分

職員割合

千円嘱託臨時

人件費計（イ）

6

トータルコスト（ア）＋（イ）

時間外

27年度（目標）

7,125

1,725

6

1,725

7,125

対象保育園数

5,400

0.23

6

6

0.23

1,800

2

1,725 1,725

6

6

6

66

1,725 0.23 1,725

5,4005,400

0.23

2,700 2,700

4,415

28年度（計画）

2,700

23年度（実績） 26年度（計画） 27年度（計画）24年度（実績）

0 0.22 1,650 1,725 1,725 1,7250.23

25年度（目標）

3,525 7,125

6

4,409 900 2,700 2,700

25年度（計画）

24年度（実績）

2,700

22年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

23年度（実績）

6 2

①対象
(働きかける相手・もの）

26年度（目標）

7,125

2,700

５　事務事業の目的と手段
園

園

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ○ ―

負担金の有無実施手法

「次世代育成支援対策法」に基づき、
次世代育成支援対策を推進するた
め、民間保育園における保育内容の
充実を図る。

【主な事業】
　・一時預かり事業

予
算
科
目

会計
一般 民生費

細目名 関連計画

単年度繰返し 単年度繰返し 共催者・関係団体

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

福祉部　子ども福祉課

○

所属部課名

国補助 厚生労働省
○

終了年度
補助率 1/2

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

継続
事
業
期
間

開始年度

成
果
指
標

5

対
象
指
標

1,725

6

28年度（目標）

66 666

対象保育園数
単位

④
対象
指標

事業実施保育園数⑤
成果
指標

園事業実施保育園数

１　【事務事業の全体概要及び背景】
補助金交付申請事務

３　【年度目標】

次世代育成支援対策推進法児童福祉総務費 根拠法令

１　保育内容の充実
款 項 目

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

児童福祉費 次世代育成支援対策事業

手
段

次世代育成支援対策事業補
助金
　　　　　　　　　　1,800,000円

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

一時預かり事業、地域子育て支援拠点事業、地域活
動事業、食育の推進事業等を実施した民間保育所に
対して補助する。



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

保護者が緊急又は一時的に保育に欠ける事情が発生した場合に，一時預かり保育を実施
しているため継続する必要があるが，地域子育て支援事業，地域活動事業，食育の推進事
業については見直しをした。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

保護者の就労や病気，出産，冠婚葬祭等の緊急時に家庭での保育が一時的に困難な場
合に利用しているものである。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》
必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

民間保育園で実施していた地域子育て支援事業については，平成２４年度から笠間市児童
館内で子育て支援センターを行うため削減し，地域活動事業や食育推進事業については
保育園独自でできる事業でもあり削減の対象とした。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

全体総括（振り返り，反省点）一次評価結果

フォローアップ　前年度の課題や問題点

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

一時預かり保育は緊急時の保育を行うことにより，子育て家庭の支援を
行うものであり，現行どおり継続実施する。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

一時預かり事業については緊急・一時的に保育に欠
ける場合に必要とされるので廃止できない。

民間保育所が実施すべきもの，市が充実させたいものの区分けをしたものである。

総合評価

現  状  維  持資源配分

【PLAN】事務事業の計画

今後の方向性 現行どおり継続

民間保育園への説明を実施し了解を得
た。

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

③前年度の改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

国の平成24年度補正予算が平成25年1月に閣議決定され，これまで子育て支援交付金で行ってきた一時預かり事業については，安心こども基金へ
移行することとなる。

その他

笠間市民間保育所補助金交付要綱の一部
改正を行う。

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・おしのべ保育園移転改築工事の進行監理、連絡調整
　（入札・契約、工事監理、完了検査・引渡、既存園舎解体・
整地等）
・補助金実績報告事務

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
実施予定なし 実施予定なし 実施予定なし

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

5

評価区分

評価事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

３　【年度目標】

民生費

総
合
計
画

茨城県安心子ども支援事業費補助金交付要項

1/2

関連計画款

笠間市民間保育所補助金
（保育所緊急整備事業）
97,855,750円（繰越明許費）

園

園

単位
園

28年度（目標）

対象保育園数

事業実施保育園数

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

事業実施保育園数

補助金交付申請事務

成
果
指
標

対
象
指
標

0

22年度（実績）

【DO】事務事業の実施

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

民間保育所

民間保育所で建て替え等があった場合のみ適用
⑤

成果
指標

活
動
指
標

25年度（計画）

65,237

負担金の有無

24年度（実績）

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

継続

所属部課名 福祉部　子ども福祉課

○

H23 H24

―

共催者・関係団体

国補助 厚生労働省

実施手法

予
算
科
目

会計
一般

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
○ ―

26年度（目標）22年度（実績） 23年度（実績）

1

0 0

25年度（目標）

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）24年度（実績） 27年度（計画）

1,4250.19

97,856

6

1

0

0 0

0 0

0

0

1,425 0

99,281 0

1

1

0

0

0

0

27年度（目標）

0

0

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

園事業実施保育園数

対象保育園数

事業実施保育園数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

保育所緊急整備事業

児童福祉総務費児童福祉費 保育所緊急整備事業

１　子ども・子育て支援
１　保育内容の充実

細目名

新規・継続
開始年度

項

0

0

事
業
期
間

6

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策
目

待機児童解消のための保育所の創
設や老朽改築による保育環境整備な
どの保育所の施設整備に要する費用
の一部を補助することにより、子どもを
安心して育てることができる体制整備
を行う。

茨城県安心子ども支援事業費補助
金
　負担割合：基準額の1/2（国）、1/4
（市）、1/4（事業者）

目
的

0

32,619

0 0 0

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

園

園



老朽化した保育所の施設整備に要する費用の一部を補助することによ
り，子どもを安心して育てることができる体制整備を図ることができた。

この事業は、子育て支援対策臨時特例交付金により都道府県に造成された基金（安心子ども基金）を活用して行われてきたものであるが，子ども・子
育て関連３法改正に伴い，今後，認定こども園の施設整備の需要が高まることが予想され，本格実施が予定されている平成２７年度ぐらいには，補助
制度が変わる可能性がある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

保育の充実を図るため老朽化した保育所を改築する
ものであり，平成２４年度に予算を繰越して事業を行
うため廃止できない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価

おしのべ保育園舎は昭和４５年に建築された建物であり，老朽化のため建て替えるもので，
これにより，子どもを安心して育てることのできる体制の整備ができる。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

資源配分 －

総合評価

今後の方向性 事業完了
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

国庫補助や安心子ども基金などを活用しての事業であり，平成２４年度へ繰越して行うもの
である。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

老朽化に伴っての施設整備であり，安心して子どもを育てる環境を整備することにより，子ど
もの発育時期における効果が得られる。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
老朽化に伴っての施設整備であり，安心して子どもを育てる環境を整備するものである。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

人

・対象世帯の把握
・補助金交付申請事務

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

事
業
期
間

開始年度
継続新規・継続

総合計画実施計画

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

375

千円

0

953

1,905

千円

0

101

千円

千円

3,085

1,543

0.05

受給者数

補助実施率

交付対象者数

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

100

116

4,155

116

4,155

27年度（目標）

975 975

100100

すこやか保育応援事業費補
助金
3,581,000円

24年度（実績）

100

26年度（計画）

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

―

根拠法令

116 116

4,556 4,155

116

975

1,905

975

38

3,460

375

975

3,180

0.13

3,180

975

3,180

0.13

38

100 100成
果
指
標

100

101

1,590

9750.13

1,542

28年度（計画）23年度（実績）

1,590

1,590

0.13

1,791

3,581

1,590

116

4,155

116

26年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

116

952

活
動
指
標

25年度（計画）

1,790 1,590

24年度（実績）

1,590

116

1,590

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法 負担金の有無

Ｈ２２年度までの「いばらき３人っこ家
庭支援応援事業費補助金」が、Ｈ２３
年度より「すこやか保育応援事業費
補助金」に改正されたもので、就学前
の子どもを２人以上持つ世帯におけ
る３歳未満児の保育料を軽減すること
により、子育て世帯の経済的負担の
軽減を図る。

予
算
科
目

会計
一般 民生費

H23 単年度繰返し 共催者・関係団体

目

２　少子化対策
３　地域で支えあう子育て支援の確保

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

評価事業

6

県補助県子ども家庭課
―

すこやか保育応援事業
（旧多子世帯応援事業）

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

福祉部　子ども福祉課

○

所属部課名

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 1/2

％

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

％

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

受給者数
該当する世帯に対し、要件を満たす児童の保育料を
月額３，０００円を上限として助成する。

①対象
(働きかける相手・もの）

総
合
計
画

すこやか保育応援事業費補助金交付要項

細目名
児童福祉総務費児童福祉費 すこやか保育応援事業

款 項

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

交付対象者数

手
段

人

保育所に２人以上同時入所し、且つ２人目の児童が３
歳未満である世帯

子育て世帯の経済的負担の軽減を図る。
補助実施率

28年度（目標）

975

975

1,590

3,180

0.13975

対
象
指
標

116



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

就学前の子どもをもつ子育て世帯の保育料を補助することで，経済的負担の軽減を図るも
のである。

多子世帯に対し経済的負担の軽減を図ることにより，安心して子育てが
できる環境を整えるものであり，現行どおり継続実施する。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
少子化対策事業として国庫補助により実施しているものである。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

名称

必要性

有効性

効率性

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

就学前の子どもを２人以上もつ世帯における３歳児未満の保育料の補助を行うことにより，
経済的負担の軽減を図るものである。

就学前の子どもを２人以上もつ３歳未満児の保育料を軽減するもので，少子化対策の一環
として継続させていく必要がある。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

④取組状況

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

この事業は、多子世帯の経済的負担の軽減を図ることを目的としており、平成22年度までは、3人以上の子どもを持つ世帯における第３子以降の３歳
未満児が対象であったが、平成２３年度より、就学前の子どもを２人以上持つ世帯における３歳未満児が対象となり対象児童も増えている。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

少子化対策の事業として保育料の軽減を実施してお
り廃止できない。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・市は、民間保育所と委託契約をする。
・民間保育所は、失業者を雇用して保育士等を増員し、低年
齢児の保育体制及び子育て支援体制を整備する。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

7

評価区分

評価事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

３　【年度目標】

民生費

総
合
計
画

児童福祉施設（保育所）子育て支援体制緊急整備事業費補助金交付要項

10/10

関連計画款

委託料
10,606,394円

園

人

単位
園

28年度（目標）

対象保育園数

雇用保育士数

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

事業実施保育所数
民間保育所は、失業者を雇用して保育士を増員し、低
年齢児の保育体制及び子育て支援体制を整備する。

成
果
指
標

7

対
象
指
標

6

0.13

8,874

0

22年度（実績）

【DO】事務事業の実施

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

民間保育所

保育所の保育士を増員することにより、低年齢児の十
分な保育の質を確保する。

⑤
成果
指標

活
動
指
標

25年度（計画）

10,606

負担金の有無

12,600

24年度（実績）

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

継続

所属部課名 福祉部　子ども福祉課

○

H23 単年度繰返し

―

共催者・関係団体

県補助県子ども家庭課

実施手法

予
算
科
目

会計
一般

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ○ ―

12,600 12,600

6

26年度（目標）

12,600

22年度（実績） 23年度（実績）

54

8,559

0.03 225 975

25年度（目標）

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）24年度（実績） 27年度（計画）

9750.13

10,606

66

4

225

975 0.13 975

12,600 12,600

0.139750.13

8,559

975 975

11,581 13,575

3

66 6

6

13,575

975

6

13,575

6

6 6

66

6

975

27年度（目標）

13,575

975

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

園事業実施保育所数

対象保育園数

雇用保育士数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

児童福祉施設子育て支援緊急整備
事業（旧民間保育所低年齢児保育体
制緊急整備事業）

児童福祉総務費児童福祉費 児童福祉施設（保育所）子育て支援緊急整備事業

１　子ども・子育て支援
１　保育内容の充実

細目名

新規・継続
開始年度

項

0

9,099

事
業
期
間

6

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策
目

保育の内容の基本原則に関する事
項等を踏まえ，新規に職員を雇用す
ることにより，保育指針に新たに規定
された３歳未満児についての個別的
な指導計画の作成を的確に行う体制
の整備，入所する児童の保護者に対
する支援及び地域の子育てに対する
支援を行う体制整備など，当該保育
所の実情に応じて保育所の機能及び
質の向上並びに多様化する保育需
要等への対応を図ることを目的とす
る。

目
的

12,6008,559 8,874 12,600

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

園

人



雇用拡大及び低年齢児保育の質の向上を図るため必要であり，現行ど
おり継続実施する。

平成２１・22年度に緊急雇用として実施した「民間保育所低年齢児保育体制緊急整備事業」を「児童福祉施設子育て支援体制緊急整備事業」に拡充
し、このなかで産休病休補助も行うこととした。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

全額補助事業であり，保育の質の向上や雇用の拡
大を目的として実施するため廃止できない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価

民間保育所において保育所の機能及び質の向上並びに多様化する保育需要等への対応
を図るため，新規に労働者を雇用するものであり，雇用の拡大にも繋げるものである。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

資源配分 現  状  維  持

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

保育士の増員により低年齢児の十分な保育の質の向上が図れるものであり，事業費全てを
国庫補助で実施している。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
保育園の保育士の増員を図ることにより，低年齢児の十分な保育の質の向上に繋がる。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
低年齢児の保育体制及び子育て支援体制の整備事業である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

園

２４年度立入調査
　　ベビーホテル　　　　　　　　　　１園
　　その他認可外保育施設　　　２園
　　事業所内保育施設　　　　　　１園

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
２５年度立入調査
　　ベビーホテル　　　　　　　　　　１園
　　その他認可外保育施設　　　２園
　　事業所内保育施設　　　　　　１園

２６年度立入調査
　　ベビーホテル　　　　　　　　　１園
　　その他認可外保育施設　　 ２園
　　事業所内保育施設　　　　　１園

２７年度立入調査
　　ベビーホテル　　　　　　　　１園
　　その他認可外保育施設　 ２園
　　事業所内保育施設　　　　１園

事
業
期
間

開始年度
継続新規・継続

総合計画実施計画

園

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

150

千円

525

0

千円

525

7

千円

千円

0

0.07 0.02

立入調査実施施設数

立入調査実施率

立入調査実施予定施設数

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

100

4

225

4

225

27年度（目標）

225 225

100100

０円

24年度（実績）

100

26年度（計画）

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

根拠法令

4 4

225 225

4

225

525

225

1

150

150

225

0

0.03

0

225

0

0.03

4

100 100成
果
指
標

25

7

2250.03

28年度（計画）23年度（実績）

0.03

0

4

225

4

26年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

4
活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（実績）

4

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法 負担金の有無

市内の認可外保育施設８園に対し、
児童福祉法第５９条第１項の規定に
基づき、保育施設の設備、運営状況
について、定期的に立入調査を行う。

笠間市内認可外保育施設
○ベビーホテル　　　　　　　　　　１園
○その他の認可外保育施設　　４園
○事業所内保育施設　　　　　　３園

予
算
科
目

会計
一般 民生費

H22 単年度繰返し 共催者・関係団体

目

１　子ども・子育て支援
１　保育内容の充実

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

評価事業

8

市単独
―認可外保育施設立入調査事務

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

福祉部　子ども福祉課

―

所属部課名

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

％

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
園

％

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

立入調査実施施設数

認可外保育施設に対する立入調査の実施

①対象
(働きかける相手・もの）

総
合
計
画

児童福祉法
細目名

児童福祉総務費児童福祉費 児童福祉費総務費標準的事業（保育Ｇ）

款 項

１　【事務事業の全体概要及び背景】
立入調査園数
　　４園

３　【年度目標】

立入調査実施予定施設数

手
段

園

認可外保育施設

認可外保育施設に対し、児童福祉法に基づく指導監
督を行い、これらの施設に入所している児童の福祉の
向上を図る。

立入調査実施率

28年度（目標）

225

225

0

0.03225

対
象
指
標

4



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

児童福祉法に基づき指導監督を行うものであり，市が保育内容等の確認をすることにより，
施設及び保育内容の向上を促し，施設を利用する児童の安全・安心に繋がる。

認可外保育施設の立入り調査をすることにより，適正な保育の確保が図
られるものであり，現行どおり継続実施する。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
施設に身近な行政が行うことにより行政の情報の提供や他の施設との連携が行える。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

名称

必要性

有効性

効率性

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
施設に身近な行政が行うことにより行政の情報の提供や他の施設との連携が行える。

平成２２年度より権限委譲により実施しているものであり，施設に入所している児童の福祉の
向上を図るものである。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

④取組状況

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

平成22年度より、権限委譲により市が立入調査を実施している。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

適正な保育を実施しているかどうか指導監督をするも
のであり廃止できない。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

同 上

人

評価事業

委託料の支出
子ども福祉課へ入会届を持参した際の仲介

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同　上 同　上

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

9

評価区分

委託料：2,603,910円

人

件

単位
世帯

１　【事務事業の全体概要及び背景】
事業の周知
会員の拡充

３　【年度目標】

民生費

総
合
計
画

次世代育成支援対策推進法

1/2

関連計画款
根拠法令

5

28年度（目標）

子育て家庭

年間利用件数

人
手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

利用会員数

両方会員数
提供会員数

ファミリーサポートセンターを運営し，アドバイザーが会
員間のコーディネート

対
象
指
標

71

子育て家庭 7,410

人

0.010.47 3,525

22年度（実績）

【DO】事務事業の実施

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

妊産婦や0歳から概ね12歳までの児童を有する子育て
中の労働者や主婦等

育児等の援助を希望する者と援助を行うことを希望す
る者との相互援助活動に関する連絡、調整を行い，子
育て家庭の養育支援をする。

⑤
成果
指標

活
動
指
標

25年度（計画）

負担金の有無

提供会員数

24年度（実績）

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

継続

所属部課名 福祉部　子ども福祉課

○

Ｈ22 単年度繰り返し

○

共催者・関係団体

国補助 厚生労働省

実施手法

予
算
科
目

会計
一般

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ○ ―

360

26年度（目標）

3

22年度（実績） 23年度（実績）

36

24682

41

0.02 150 75

25年度（目標）

1,302

28年度（計画）

1,286

23年度（実績） 26年度（計画）24年度（実績）

1,2861,302 1,302 1,286 1,286

27年度（計画）

1,287

75

10 0

0.01

2,604

0

7,410

152

4

150

1,287 1,287

75 0.01 75

2,573 2,573

0.01750.01

6,139

75 75

0

0 0

2,679 2,648

55

216

180

5

160 200

7,410

0

2,648

75

7,410

2,648

0

65

7,410

300 330

240220

400

75

5

75

27年度（目標）

2,648

0

90

10

75

両方会員数

0 0

0

0

0

0

0 0

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人

人利用会員数

人

年間利用件数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

ファミリーサポートセンター事業

児童福祉総務費児童福祉費 ファミリーサポートセンター事業

１　子ども・子育て支援
２　育児支援対策の充実

細目名

新規・継続
開始年度

項

3,535

2,754

事
業
期
間

7,410

3

0 0

0 0

21

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策
目

　仕事と育児を両立し，安心して子ど
もを育てることのできる環境づくりを推
進し，地域における子育てを通じて児
童福祉の向上を図るため，子育ての
援助を受けたい人（利用会員）と援助
したい人（提供会員）とにより会員組
織をつくり，地域の人が子育て家庭を
支援する。
保育所・幼稚園・学校の送迎や託児
等を行う。

目
的

1,287

2,573

1,3021,302

2,604 2,604

1,302

2,573

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

世帯

件成
果
指
標



【PLAN】事務事業の計画

仕事や緊急の用件の場合などに，一時的に保育が必要となった時の支
援をするものであり，現行どおり継続実施する。

核家族化の進行及び共働き世帯の増加により，一時的な保育を必要とする世帯が増加している。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

仕事や緊急の用件に対応するための子育て支援の
援助活動であり廃止できない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

ファミリーサポートセンター事業は，仕事と育児を両立し安心して子どもを育てられる環境づ
くりを推進するため，提供会員と利用会員の相互による援助活動を実施するものである。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

資源配分 現  状  維  持

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
互助的なサービス提供のシステムであり削減の余地はない。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

その他

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
個人対個人の信頼関係から子育て支援が行われるため継続性が高い事業である。

効
率
性
評
価

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
子育て支援の一つとして市民同士が活用する事業である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

日

笠間地区・友部地区・岩間地区の支援センターの運営
　・指導員の委嘱
　・各月の行事の連絡調整・広報
  ・連絡調整会議の開催

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

事
業
期
間

開始年度
継続新規・継続

総合計画実施計画

箇所

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

825

千円

6,141

806

1,612

千円

2,250

2

千円

千円

1,578

789

3,847 4,378

44

0.30 0.11

センター開所日数（延）

利用者数（延）

施設数

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

45

6,940

45

6,940

45 45

6,9406,940

20,000

3

19,205

548

19,205

27年度（目標）

9,985 9,985

20,00020,000

賃金　　　　　6,915,050円
報償費　　　　　　30,000円
需用費　　　 　　174,８７８円
役務費　　　　　　119,988円

使用料及び賃借料
　　　　　　　　　1,260,000円

24年度（実績）

20,000

26年度（計画）

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

―

根拠法令

3 3

18,487 19,205

548

9,985

7,753

9,961

142

6,826

5,248

45

3,000

45

9,220

0.40

9,220

3,000

9,220

0.40

2

13,509 27,848成
果
指
標

12,786

146

4,610

789 4,610

3,0000.40

806

28年度（計画）

4,610

23年度（実績）

4,263 4,610

4,610

0.40

4,263

8,526

4,610

3

19,205

548

26年度（目標）

6,916

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

548
活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（実績）

548

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ○
実施手法 負担金の有無

核家族化、地域の繋がりの希薄化等によ
る子育てに対する不安感や負担感の軽
減を図るため、子育てに関する相談・援
助、子育て関連情報の提供や講習等を
行う子育て支援センターを各地区に設置
する。
笠間地区
　みつばち（笠間ショッピングセンター
　「ポレポレ」内
　　　毎週火・木・金曜日(10時～16時）
岩間地区
　くりのこ（市民センターいわま１階）
　　　毎週月・水・金曜日　(10時～16時）
友部地区
　かんがるー（笠間市児童館）
　　　毎週月～金曜日(9時～16時）

予
算
科
目

会計
一般 民営費

H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

目

１　子ども・子育て支援
２　育児支援対策の充実

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

評価事業

10

国補助 厚生労働省
○地域子育て支援拠点事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

福祉部　子ども福祉課

○

所属部課名

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 1/2

人

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
箇所

人

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

センター開所日数（延）
各地区の支援センターの事業を充実させるため、指導
員の連絡会議を開催し意見交換を行うとともに、指導
員を県主催の研修会に参加させ、資質向上を図った。

①対象
(働きかける相手・もの）

総
合
計
画

次世代育成支援対策推進法
細目名

児童福祉総務費児童福祉費 地域子育て支援拠点事業

款 項

１　【事務事業の全体概要及び背景】
利用者数
　20,000人

３　【年度目標】

施設数

手
段

日

概ね０才から３才までの親子

子育て支援センターの事業内容の充実
利用者数（延）

28年度（目標）

3,000

9,985

4,610

9,220

0.40

4,610

3,000

対
象
指
標

3



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

子育てに対する不安感や負担の軽減，子育てに関する相談・情報などを提供する事業であ
る。

子育て家庭はさまざまな問題を抱えていると考えられるため，不安解消
や子育て負担の軽減の育児支援を行うことは必要であり，現行どおり継
続実施する。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
補助制度により民間の活力を有効に活用して実施している。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

名称

必要性

有効性

効率性

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
地域ごとに実施することにより利便性を確保することができる。

地域子育て支援センター事業は，子育ての相談指導や子育ての情報提供，親子の遊び場
の提供など子育て家庭に対する育児支援を実施するものである。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

④取組状況

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

平成24年度に新たに児童館内に子育て支援センターが設置され、旧３地区に1箇所ずつ子育て支援センターの整備が完了し、地域ごとに子育ての
相談指導や子育ての情報提供，親子の遊び場の提供など子育て家庭に対する育児支援を実施することができた。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

核家族化に伴い子育てに対するさまざまな問題が発
生している状況の中，不安の解消や負担の軽減など
を図る重要な事業であり廃止できない。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

家庭児童相談員（2名），母子自立支援員（1名）と連絡を密
にとり，相談業務が円滑に行なう。さらに，要保護となった児
童については，児童相談所と連携を行ない児童の安全を最
優先に確保する。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

11

評価区分

評価事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】
円滑な運営

根拠法令

３　【年度目標】

民生費

総
合
計
画

要保護児童対策地域
協議会

児童福祉法
関連計画款

報酬：2,988,000円
旅費：8,000円
需用費：16,944円
役務費：34,766円
負担金：16,000円

件

件

単位
人

28年度（目標）

市民

生活改善に向け前進した件数

人
手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

相談延件数

相談者数
相談時間家庭児童相談室での面談や電話相談，又は自宅訪

問を行う。　開設時間（月～金）　13：00～17：15

成
果
指
標

対
象
指
標

78,279

時間

0.700.33 2,475

22年度（実績）

【DO】事務事業の実施

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

養育環境に問題を抱えた児童や養育者等

相談指導業務を充実し，家庭における適正な児童養
育のほか，家庭児童福祉を向上させる。

⑤
成果
指標

活
動
指
標

25年度（計画）

負担金の有無

相談時間

24年度（実績）

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

継続

所属部課名 福祉部　子ども福祉課

○

Ｈ２４ 単年度繰り返し 共催者・関係団体

市単独

実施手法

予
算
科
目

会計
一般

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

1,200

26年度（目標）

133

22年度（実績） 23年度（実績）

1,728

1,200964

1,800

0.38 2,850 5,250

25年度（目標）

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）24年度（実績） 27年度（計画）

3,075

5,250

118 198

0.70

3,083

78,86279,409

20

84

3,048

3,075 3,075

5,250 0.70 5,250

3,075 3,075

0.705,2500.70

5,648

5,250 5,250

8,333 8,325

1,800

1,018

2020 20

78,279

8,325

5,250

78,279

8,325

1,800

78,279

1,200 1,200

2020

1,200

5,250

1,800

27年度（目標）

8,325

1,800

5,250

相談者数

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

時間

件相談延件数

人

市民

生活改善に向け前進した件数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

家庭児童相談事業

児童福祉総務費児童福祉費 家庭児童相談事業

１　子ども・子育て支援
３　児童の健全育成

細目名

新規・継続
開始年度

項

2,593

6,115

事
業
期
間

78,279

120

0

0

1,728

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策
目

核家族化の進行により，18歳未満の
子どもの育児やしつけ，養育，発達，
非行等の相談や家庭に関する複雑な
悩みを持つ家庭の相談，支援，援護
を行う。

目
的

3,075

3,075

3,0833,055

3,055 3,067

3,067

3,075

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

件



子育て家庭における養育，発達，非行等の相談を受け改善に繋げてお
り，現行どおり継続実施する。

多様化する生活環境から子育てや家庭生活に悩みを抱く相談者が増加傾向である。また，深刻な相談が多く1件あたりの相談時間が長くなり，長期
的に関わるケースも増加している。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

悩みを抱える家庭から相談を受け，その解決に向け
事業を行っているものであり廃止できない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価

年々，子育てや家庭生活に悩みを抱える相談者が増えてきている状況であり，相談員や支
援員を配置し生活改善に向けた相談業務を実施している。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

資源配分 現  状  維  持

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

専門的な非常勤の相談員３名体制で行っており，各地域での相談回数を確保し市民の利
便を考慮し事業を行っている。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

問題を抱える市民への対応として相談窓口が常設され，他の組織とのネットワークが構築さ
れた制度の中での対応ができる迅速性がある。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

子育ての悩み，児童虐待，一人親世帯への助言・助成など現在の社会問題への対応を進
める事業であり，一層の充実が求められている。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

回

回

時間

要保護児童地域対策協議会の開催　1回
ケース検討会の開催　問題ケース発生時随時

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

事
業
期
間

開始年度
継続新規・継続

総合計画実施計画

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

4,050

千円

2,593

16

32

千円

2,475

102

11,034

千円

千円

0

32

16

0

118

0.33 0.54

要保護児童対策地域協議会

生活改善に向け前進した件数

ケース検討会延時間数

15歳未満の児童

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

100100

10

10,799

4,152

1

4,152

27年度（目標）

4,125 4,125

1010

報酬：0円
需用費：0円

24年度（実績）

10

10

26年度（計画）

101010

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

根拠法令

66

10,799 10,799

4,154 4,152

100

1

4,125

2,625

4,125

11

2

12

4,082

4,050

0

4,125

27

0.55

27

4,125

27

0.55

10 9成
果
指
標

2

27

4,1250.55

16

28年度（計画）23年度（実績）

27

0.55

29

29

27

10,799

4,152

100

1

26年度（目標）

22年度（実績）

84

22年度（実績） 23年度（実績）

17

0

16

活
動
指
標

25年度（計画）

ケース検討会延回数

24年度（実績）

1

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法 負担金の有無

　児童福祉法に規定する要保護児童
の早期発見やその適切な保護及び
要支援児童または特定妊婦への適
切な支援を図る。

予
算
科
目

会計
一般 民生費

Ｈ２４ 単年度繰り返し 共催者・関係団体

目

１　子ども・子育て支援
３　児童の健全育成

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

評価事業

12

市単独
要保護児童対策事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

福祉部　子ども福祉課

○

所属部課名

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

件

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

件

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

要保護児童対策地域協議会
ケース検討会延回数

関係機関，関係団体が児童の保護者又は特定妊婦
に関する情報や考え方を共有し，適切な連携を図る。

ケース検討会延時間数

①対象
(働きかける相手・もの）

総
合
計
画

児童福祉法
細目名

児童福祉総務費児童福祉 児童福祉費総務費標準的事業(児童支援Ｇ）

款 項

１　【事務事業の全体概要及び背景】
要保護児童や特
定妊産婦への適
切な支援

３　【年度目標】

15歳未満の児童

手
段 時間

回

虐待等により支援が必要な児童

要保護児童の適切な保護，支援を行なう。
生活改善に向け前進した件数

回

28年度（目標）

4,125

4,125

27

27

0.554,125

対
象
指
標

10,799



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

児童福祉法により市町村による設置が必要な組織である。

要保護児童や虐待など早期に発見し適切に措置を行っており，現行ど
おり継続実施する。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
児童福祉法により市町村による設置が必要な組織である。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

問題ケースについて,関係機関等が共通した
情報を共有し強固な連携の下で，適切，迅速
に児童の支援を行なう。

①改革・改善案

名称

必要性

有効性

効率性

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
各専門組織のネットワークによる問題調整と解決を図ることができる。

児童への虐待など年々増加傾向にあり，早期発見しその保護・支援を行うため要保護児童
対策地域協議会において適切に対応をしていくものである。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

④取組状況

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

年々児童への身体的虐待や養育放棄などの虐待報告が増加傾向にある。早期に発見し適切な措置を取るため，関係機関が情報を共有し適切な連
携の下で見守る体制が重要である。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

児童虐待や育児放棄などに対して，それぞれの立場
からの意見を出し，解決に向けた協議を行っているも
のであり廃止できない。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

入所申込みの受付及び承諾通知
児童の怪我等による保険金請求事務
主任指導員会議の開催
指導員の資質向上研修
運営委託料等の支払事務
施設の維持管理業務

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

13

評価区分

評価事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】
放課後児童の健
全育成

根拠法令

３　【年度目標】

民生費

総
合
計
画

児童福祉法

2/3

関連計画款

需用費：1,671,280円
役務費：1,408,453円
委託料：112,026,486円
備品購入費：74,000円
補助金6,282,000円

人

人

％
％

人

単位
人

28年度（目標）

市内全児童数
定員

入所率
一斉受付時入所申込児童数

入所承諾率

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

一斉受付時入所承諾児童数
平均利用者数

児童クラブの運営　14箇所
　開設時間　放課後～19：00，7：30～19：00
　入所児童　660人
民設児童クラブへの補助　1箇所

成
果
指
標

97

81

666

96 96

対
象
指
標

4,151

773

人

38,110

0.97

28,187

1.79 13,425

22年度（実績）

【DO】事務事業の実施

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

保護者等の都合により，放課後に家庭保育を受けられ
ない児童

放課後や学校休業日等に家庭に代わり適切な遊びや
生活の場を与えて、その健全な育成を図る。

⑤
成果
指標

活
動
指
標

25年度（計画）

52,758

負担金の有無

57,026

平均利用者数

24年度（実績）

38,325 38,11037,368

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

継続

所属部課名 福祉部　子ども福祉課

○

Ｈ２４ 単年度繰り返し 共催者・関係団体

国・県補助 厚生労働省

実施手法

予
算
科
目

会計
一般
一般

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

児童クラブ管理事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

57,026 57,026

680

38,110

26年度（目標）

57,026

22年度（実績） 23年度（実績）

650

628641

661

23,806

649 649

809 820 820

1.34 10,050 7,275

25年度（目標）

23,348

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）24年度（実績）

27,587

27年度（計画）

35,837

26,418

7,275

773 540

0.97

118,750

97

4,3044,395

80

30,602

647

26,418 26,418

38,110

7,275 0.97 7,275

121,554 121,554

0.977,2750.97

127,226

7,275 7,275

126,025 128,829

661

620

97

649

8181 81

4,151

830

128,829

7,275

820

4,151

128,829

661

4,151

618 618

99

685 685

8383

680

7,275

690

27年度（目標）

128,829

690

7,275

830

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人

人一斉受付時入所承諾児童数

市内全児童数

定員

一斉受付時入所申込児童数

入所率

入所承諾率

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

児童クラブ推進事業

児童福祉総務費児童福祉費 児童クラブ運営事業

１　子ども・子育て支援
３　児童の健全育成

細目名

新規・継続
開始年度

項

58,847

153,117

事
業
期
間

4,151

44,649 20,012

0

630

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

目

昼間保育ができない家庭の小学校低
学年児童の放課後の安定した生活の
場を確保し，児童の健全育成を図る。

目
的

26,418

121,554

27,667-14,612

68,379 122,515

29,373

121,554

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

人

人

％

％ 99



低学年児童を児童クラブにおいて保育することは，就労家庭に対する支
援や児童の安全確保及び健全育成に繋がっており，現行どおり継続実
施する。

少子化の進行により児童数は減少しているが，核家族の進行や共働き家庭の増加により児童クラブ入所希望者は増加している。入所希望者の多種
多様な要望に対応しなければならない中で，より一層のサービス提供ができるよう委託団体との調整を行ない運営内容を充実しなければならない。ま
た，平成２７年度法改正に合わせ定員見直しを行い対応する。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

小学校の低学年の児童が親の就労等で昼間保育が
できないため，児童クラブに預けているものであり廃
止できない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価

市内に１４ある児童クラブの内，３クラブを民間委託したことにより，全てのクラブが民間委託
となった。民間活力の導入により，より一層の運営の充実を図ることができる。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

資源配分 現  状  維  持

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

運営主体が民間活力を導入することを念頭に運営している。平成２３年度にすべてのクラブ
を民間委託とした。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

小学校の低学年の児童を，保護者が就労等により放課後に保育できない場合に，児童クラ
ブにおいて保育する事業で，各小学校の敷地内の施設や空教室などで児童の安全・安心
な居場所として実施している。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
児童福祉法に定める福祉サービスである。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

人

学校統合の計画の進行状況確認，情報収集等を行うととも
に，現在の学校統廃合計画に合わせた児童クラブの統廃合
について検討する。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
学校統廃合計画に合わせ，平成２７
年度から笠間小児童クラブ室を建設
し運営開始するための整備を行う。
H25:実施設計

学校統廃合計画に合わせ，平成２７
年度から笠間小児童クラブ室を建設
し運営開始するための整備を行う。
H２６：建設工事

学校統廃合計画に合わせ，平成
２７年度から笠間小児童クラブを
運営開始する。

事
業
期
間

開始年度
新規新規・継続

総合計画実施計画

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

2,400

千円

2,387

0

千円

2,250

91

91

千円

千円

0

14,396

891

0

137

0.30 0.32

当該クラブ入所承諾者数

当該クラブの定員

入所承諾率

当該クラブ入所希望者数

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

100

200

170

0

170

0

27年度（目標）

0 0

100

8080

0円

24年度（実績）

200

26年度（計画）

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

根拠法令

88 88

1,575 5,618

80

1,575

2,387

1,575

78

16,855

2,459

59

1,575

4,043

0.21

0

3,000

68,000

0.40

88

80 80成
果
指
標

91

80

85

4,602

4,300

1,5750.21

4,603

28年度（計画）23年度（実績）

14,336

53,664

0

4,043

88

71,000

80

26年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

80
活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（実績）

170

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法 負担金の有無

笠間地区の学校統廃合に伴い放課
後児童クラブのあり方を検討する。
（笠間小←箱田小，佐城小，東小）

予
算
科
目

会計
一般 民生費

Ｈ２４ H26 共催者・関係団体

目

１　子ども・子育て支援
３　児童の健全育成

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

評価事業

14

国・県補助 厚生労働省
児童クラブ室整備事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

福祉部　子ども福祉課所属部課名

補
助
単
独
区
分

所管省庁計画策定事務

終了年度
補助率

％ 89 93 91

人

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

人

単位

入所承諾率

④
対象
指標
⑤

成果
指標

％

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

当該クラブ入所承諾者数児童クラブ室の整備
　H25年度：実施計画
　H26年度：建設工事

①対象
(働きかける相手・もの）

総
合
計
画

教育委員会，
児童クラブ

児童福祉法
細目名

児童福祉総務費児童福祉費 児童クラブ整備事業
款 項

１　【事務事業の全体概要及び背景】
放課後児童の健
全育成

３　【年度目標】

当該クラブ入所希望者数

手
段

人

児童クラブ利用児童

学校統合に合わせ，保育環境の確保と待機児童解消
のための児童クラブ室を整備する。

当該クラブの定員

28年度（目標）

0

3,000

0

0

対
象
指
標

170



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

児童福祉法に定める福祉サービスを行う施設の充実を図るための事業である。

友部地区の児童クラブの整備を実施し待機児童の解消を図ることができ
たが，笠間地区の児童クラブにおいても小学校の統廃合の問題がある
ため，適切な運営ができるよう検討することが必要である。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
施設整備を行うことにより待機児童の解消が図れる。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

余裕教室の確保は無理なので，児童クラブ
室の新たな場所の確保及び建設整備が必要
である。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

小学校の統廃合計画に合わせ，児童クラブ
室の確保，定員の見直しを行う。

①改革・改善案

名称

必要性

有効性

効率性

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
小学校の空教室を一番に考え利用できない時には施設設置を行うものである。

友部第二小学校に児童クラブを整備したもので，待機児童の解消を図ることができた。ま
た，平成２４年度から小学校の統廃合の検討がされており，小学校の統廃合により児童クラ
ブの運営及び整備について検討が必要である。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性 改善し，継続

小学校の統廃合の進捗状況を確認し取り
組んでいく。

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

拡  　　　　　充

④取組状況

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

今後，学校統廃合により笠間小に３校が統合されると，慢性的な定員オーバーになっている笠間小の現在の余裕教室のみでは，受入ができない。ま
た，平成２７年度法改正により全学年児童が受入対象となるため定員の見直しを行わなければならない。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

今後，小学校の統廃合や待機児童が増加してきた場
合には，施設の整備等を考えなければならない。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

母子の安全が確保できるよう支援する。また，今後の生活に
ついての支援を行い母子が安定した社会生活を営めるよう
指導する。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

15

評価区分

評価事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】
要保護者の適切
な措置

根拠法令

３　【年度目標】

民生費

総
合
計
画

児童福祉法

2/3

関連計画款

扶助費：387,411円

時間

件

単位
人

28年度（目標）

市民

生活改善に向け前進した件数

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

相談・面談・支援延時間
措置件数母子の安全が確保できるように支援及び安定した社

会生活が営めるように指導する。

成
果
指
標

対
象
指
標

78,279

件

12

0.15

0

0.04 300

22年度（実績）

【DO】事務事業の実施

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

DVや虐待等を受けている母子

母子の安全を確保するため支援する。
⑤

成果
指標

活
動
指
標

25年度（計画）

97

負担金の有無

225

措置件数

24年度（実績）

0 120

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

継続

所属部課名 福祉部　子ども福祉課

Ｈ２４ 単年度繰り返し 共催者・関係団体

国・県補助 厚生労働省

実施手法

予
算
科
目

会計
一般

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営

225 225

0

12

26年度（目標）

225

22年度（実績） 23年度（実績）

0

150

1

0

0.04 300 1,125

25年度（目標）

0

28年度（計画）

450

23年度（実績） 26年度（計画）24年度（実績）

4500 135 450 450

27年度（計画）

0

213

1,125

10 59

0.15

387

78,86279,409

359

213 213

12

1,125 0.15 1,125

900 900

0.151,1250.15

310

1,125 1,125

1,512 2,025

0

0

01 0

78,279

2,025

1,125

78,279

2,025

0

78,279

0 0

00

0

1,125

0

27年度（目標）

2,025

0

1,125

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

件

時間相談・面談・支援延時間

市民

生活改善に向け前進した件数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

母子生活支援施設入所措置事務

児童福祉総務費児童福祉費 母子生活支援施設入所措置費

１　子ども・子育て支援
４　ひとり親家庭等への支援

細目名

新規・継続
開始年度

項

310

359

事
業
期
間

78,279

0

0

0

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策
目

児童福祉法に基づき，虐待やDV等
を受けている母子を支援し安全な生
活を確保する。

目
的

213

900

1550

0 0

0

900

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

件



虐待やDVなどから母子を保護するための支援であり，現行どおり継続実
施する。

近年，多種多様な社会情勢の影響から人間関係が複雑化してきたことに伴い相談・面談・支援件数は増加していることや様々な相手方への対応方
法等に苦慮する。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

児童福祉法に基づく虐待やDVを受けている母子に
対する保護措置であり廃止できない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価

虐待やDV等を受けている母子の支援を行うものであり，保護件数は少ないが相談件数は増
加傾向にあり，引き続き事業を行っていく必要がある。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

資源配分 現  状  維  持

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
法定委任事務により実施主体を市町村と定められ実施した事業である。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
法定委任事務により実施主体を市町村と定められ実施した事業である。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
法定委任事務により実施主体を市町村と定められ実施した事業である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

件

件

件

支給申請受付，支給決定通知書・支払通知書の送付，手当
支払事務，現況届に関する事務

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

事
業
期
間

開始年度
継続新規・継続

総合計画実施計画

世帯

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

9,525

千円

8,658

129,604

1,233,424

千円

6,450

5,543

9,361 9,252

88,390

千円

千円

0

1,394,634

163,110

1,440 1,092

768

0.86 1.27

新規認定件数

受給率

現況届受付件数

受給延人数

支給対象児童(2月末日現在)

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

266

1,140

258

1,140

250 242

1,1401,140

5,3005,300

100

90,000

1,377,247

450

1,377,239

27年度（目標）

8,515 8,507

100

9,2009,200

100

9,200

職員手当等：198,436円
賃金：1,090,570円
需用費：241,962円
役務費：1,080,000円
委託料：283,500円
扶助費：1,220,250,000円

24年度（実績）

100

250

26年度（計画）

9,200

250250250

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

根拠法令

5,428

90,317 90,000

1,230,269 1,377,263

5,300

450

8,531

1,242,082

8,414

250

455

276

1,405,536

10,902

285

7,125

198

1,368,732

0.95

1,368,732

7,125

1,368,732

0.95

94,749

100 100成
果
指
標

100

455

212,347

1,069,893

9,698

946,780

7,1250.95

161,631

964,742

28年度（計画）

946,780

23年度（実績）

842,909

209,605

946,780

212,347

0.95

195,556

1,221,855

212,347

90,000

1,377,255

5,300

450

26年度（目標）

1,091

22年度（実績）

5,389

22年度（実績） 23年度（実績）

250

452

139,078

活
動
指
標

25年度（計画）

183,390 209,605

額改定受付件数

24年度（実績）

209,605

450

209,605

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法 負担金の有無

児童の健全な育成及び資質の向上
を図るため手当を支給する。

予
算
科
目

会計
一般 民生費

Ｈ2４ 単年度繰り返し 共催者・関係団体

目

１　子ども・子育て支援
２　育児支援対策の充実

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

評価事業

16

国・県補助 厚生労働省
児童手当事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

福祉部　子ども福祉課所属部課名

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率 児童年齢区分毎

％

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
世帯
人

％

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

新規認定件数
額改定受付件数

手当の支給月　　6月，10月，2月
月額手当額　　3歳未満，：15,000円
　　　　　　 3歳～小学校修了前（第1・2子）：10,000円
　　　　　　　　　　　　　　       　  （第3子～）：15,000円
　　         中学生：10,000円

現況届受付件数

①対象
(働きかける相手・もの）

総
合
計
画

児童手当法
細目名

児童手当費児童福祉費 児童手当費
款 項

１　【事務事業の全体概要及び背景】
受給資格者へ支
給100％

３　【年度目標】

受給延人数

手
段 件

件

0歳～中学３年生までの児童の養育者

中学3年生までの児童の養育者に手当を支給し，次代
の社会を担う子どもの育ちを支援する。

支給対象児童(2月末日現在)

受給率

件

28年度（目標）

7,125

8,523

212,347

1,368,732

0.95

946,780

7,125

対
象
指
標

90,000



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

法定委任事務により実施主体を市町村と定められ実施した事業である。

法定委任事務により実施主体を市町村と定められ実施しているものであ
り，現行どおり継続実施する。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
法定委任事務により実施主体を市町村と定められ実施した事業である。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

名称

必要性

有効性

効率性

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
法定委任事務により実施主体を市町村と定められ実施した事業である。

平成２３年度までは「子ども手当て」，平成２４年度からは「児童手当」となり，事務的に煩雑
で忙しい切り替え時期であったが，制度として安定していかなければならない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

④取組状況

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

児童手当法が基本となっている本事業は，支給するための法律が毎年のように事業開始間際に制定され事務の煩雑さに繋がっている。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

国の施策により実施している事業であり廃止できな
い。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

件

件

8月の現況届に基づき，支給対象者に対して手当を支給
（定期払い：4月，8月，12月）
自宅調査や関係機関との連携を深め適正な資格要件を確
認する。

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

事
業
期
間

開始年度
継続新規・継続

総合計画実施計画

人

人

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

6,000

千円

3,879

207,272

311,311

千円

3,675

76 70

20

779

千円

千円

0

322,522

214,861

949

204

0.49 0.80

現況届受付件数

受給率

調査による喪失者

支給対象者（3月末日現在）

支給停止者（3月末日現在）

支給者（3月末日現在）

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

20

700 700

100

780

345,512

700

345,512

27年度（目標）

5,250 5,250

20

100

7070

700

100

70

700

需用費：19,836円
扶助費：316,291,130円

24年度（実績）

100

150

26年度（計画）

70

150150150

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

根拠法令

797 780

322,973 345,512

700

5,250

315,190

6,663

100

719

150

329,964

7,442

493

5,250

505

340,262

0.70

340,262

5,250

240,262

0.70

796

100 100成
果
指
標

20

75

719 703 725

703

227,243

107,661

77

113,019

5,2500.70

104,039

28年度（計画）

113,019

23年度（実績）

105,522 113,019

227,243

0.70

210,788

316,310

227,243

780

245,512

700

26年度（目標）

908

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

100

716
活
動
指
標

25年度（計画）

不正受給者調査

24年度（実績）

700

27年度（計画）

人

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法 負担金の有無

児童扶養手当法に基づき，18歳未満
（障害児は20歳未満）の児童を養育し
ている母子・父子家庭に対し，所得額
に応じて手当を支給する。

予
算
科
目

会計
一般 民生費

Ｈ２４ 単年度繰り返し 共催者・関係団体

目

１　子ども・子育て支援
４　ひとり親家庭等への支援

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

評価事業

17

国補助 厚生労働省
児童扶養手当事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

福祉部　子ども福祉課

○

所属部課名

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率 1/3

人 14 29 20

％

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人
人

％

単位

調査による喪失者

④
対象
指標
⑤

成果
指標

人

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

現況届受付件数
不正受給者調査

現況届に基づき，支給要件を満たした方に手当を支
給
　支給月：4月，8月，12月
　児童1人の場合月額支給額：41,430円

①対象
(働きかける相手・もの）

総
合
計
画

児童扶養手当法
細目名

母子福祉費児童福祉費 児童扶養手当事業
款 項

１　【事務事業の全体概要及び背景】
適正な支給
３　【年度目標】

支給対象者（3月末日現在）

手
段

件

0歳～18歳までの児童を養育しているひとり親家庭のう
ち，支給要件を満たした方

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を助け，児童の福
祉の増進を図る。

支給停止者（3月末日現在）

受給率
支給者（3月末日現在）

件

28年度（目標）

5,250

5,250

227,243

340,262

0.70

13,019

5,250

対
象
指
標

780



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

法定委任事務により実施主体を市町村と定められ実施した事業である。

法定委任事務により実施主体を市町村と定められ実施しているものであ
り，現行どおり継続実施する。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
法定委任事務により実施主体を市町村と定められ実施した事業である。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

名称

必要性

有効性

効率性

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
法定委任事務により実施主体を市町村と定められ実施した事業である。

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を助け，児童の福祉の増進を図ることで支給をしてい
る。また，就業支援等を行い早期の自立支援を行っている。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

④取組状況

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

不正受給情報が多いことから，認定や支給に当たっては厳格に処理し，適正な支給に努める。
母子家庭の母の経済的な自立を支援するための就業支援等を行なう。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

児童福祉法に基づき実施しているものであり廃止で
きない。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

広報かさま「かさまポケット」への記事の編集　12回
笠間市ＨＰ「かさまポケット」のデータの更新　随時

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
広報かさま「かさまポケット」への記事
の編集　12回
笠間市ＨＰ「かさまポケット」のデータ
の更新　随時

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

18

評価区分

評価事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】
広報かさまや市Ｈ
Ｐによる情報の提
供

根拠法令

３　【年度目標】

民生費

総
合
計
画

10/10

関連計画款

0円

回

件

単位
人

28年度（目標）

市民

ＨＰアクセス数

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

広報かさま掲載
ＨＰの更新(随時）広報かさま「かさまポケット」への掲載　12回

ＨＰ「かさまポケット」の更新

成
果
指
標

対
象
指
標

78,279

0.06

891

0.10 750

22年度（実績）

【DO】事務事業の実施

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

市民

子育て支援に関する情報の発信，周知
⑤

成果
指標

活
動
指
標

25年度（計画）

負担金の有無

ＨＰの更新(随時）

24年度（実績）

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

継続

所属部課名 福祉部　子ども福祉課

○

Ｈ18 単年度繰り返し 共催者・関係団体

県補助 厚生労働省

実施手法

予
算
科
目

会計
一般

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

900

12

26年度（目標）22年度（実績） 23年度（実績）

随時

1212

随時

0.08 600 450

25年度（目標）

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）24年度（実績） 27年度（計画）

450

46 14

0.06

0

78,86279,409

3,016

614

450 0.06 450

0 0

0.064500.06

796

450 450

450 450

随時

12

78,279

450

450

78,279

1,351

随時

78,279

12 12 12

450

随時

27年度（目標）

450

随時

450

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

回広報かさま掲載

市民

ＨＰアクセス数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

子育て支援等広報事業

児童福祉総務費児童福祉費 児童福祉費総務費標準的事業(児童支援Ｇ）

１　子ども・子育て支援
２　育児支援対策の充実

細目名

新規・継続
開始年度

項

796

1,506

事
業
期
間

78,279

0

0

随時

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策
目

子育て家庭の不安解消を図るため、
市ホームページや広報かさまの「かさ
まぽけっと」等により子育て支援事業
の周知やその他の情報を提供する。

目
的

1

00 892

1

901

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

件



子育てに関する必要な情報等が発信され子育てに役立っているため，
現行どおり継続実施する。

核家族で若い世代の子育て家庭では，子育てに係る情報が少ないことから，広報誌やホームページ等の媒体を利用し最新情報を発信する。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

子育てに対する支援として，市ホームページへの掲
載やガイドブックでの周知は，子育て家庭にとって有
効な情報収集の手段であり廃止できない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価

子育て家庭に対する情報提供を市ホームページや子育て支援ガイドブックなどにより行うこ
とによって，多くの情報を提供できている。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

資源配分 現  状  維  持

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

子育て支援ガイドブックは３年に１回更新を行っている。かさまポケットでの広報について
は，子育て支援等の情報を提供する上で重要である。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
子育て支援ガイドブックやかさまポケットなどでの情報提供により，福祉の向上が図れる。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

子育て支援ガイドブックは３年に１回更新を行っている。かさまポケットでの広報について
は、子育て支援等の情報を提供する上で重要である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

日

児童館運営
・年度協定
・各月の行事の連絡調整・広報
・連絡調整会議の実施

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
同上 同上 同上

事
業
期
間

開始年度
新規新規・継続

総合計画実施計画

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0

千円

0

0

千円

0

千円

千円

0

児童館開所日数

利用者数（延）

市民

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

40,000

78,279

29,924

359

29,924

27年度（目標）

1,875 1,875

40,00040,000

需用費　　　　　　　　　19,215
円
委託料　　　　　　30,744,000
円
負担金　　　　　　　　374,700
円
工事請負費　　　　　294,000

24年度（実績）

40,000

26年度（計画）

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

○

根拠法令

78,279 78,279

31,132 29,924

359

1,875

0

1,875

0

0

1,875

28,049

0.25

28,049

1,875

28,049

0.25

35,097成
果
指
標

28,049

1,8750.25

28年度（計画）23年度（実績）

28,049

0.25

29,257

29,257

28,049

78,279

29,924

359

26年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

359
活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（実績）

359

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ―
実施手法 負担金の有無

　児童に健全な遊びを提供することで
心身の健康を増進し、情緒を豊かに
する施設として、また、就学前の児童
と保護者が、遊びを通じてふれあい
や交流を促進する場として児童館に
おいて事業を実施する。
　管理運営については指定管理者に
よりおこなう。

予
算
科
目

会計
一般 民生費

24 単年度繰返し 共催者・関係団体

目

１　子ども・子育て支援
３　児童の健全育成

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

評価事業

19

―児童館運営事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

福祉部　子ども福祉課

○

所属部課名

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

人

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

人

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

児童館開所日数児童に対する集団的又は個別的な遊びの指導や、遊具の利用による体
力増進。
文化活動、芸術活動を通して情操を豊かにする事業、子育て支援サーク
ル等への支援、小・中・高校生の子どもたちが集う異世代交流に関するこ
と
子育て支援センター事業、子どもたちが通記者会と接点を持つ活動

①対象
(働きかける相手・もの）

総
合
計
画

細目名
児童福祉総務費児童福祉費 児童館運営事業

款 項

１　【事務事業の全体概要及び背景】
利用者数
３　【年度目標】

市民

手
段

日

0歳～18歳までの児童

児童が放課後や休日に気軽に利用できる施設。
就学前の児童と保護者が、遊びを通じてふれあいや交流を促進する場。
子育てに不安を持つ保護者に対する相談等、子育て支援の充実を図
る。

利用者数（延）

28年度（目標）

1,875

1,875

28,049

28,049

0.251,875

対
象
指
標

78,279



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

異年齢児の子どもの遊び場、乳幼児親子、親同士の仲間作り情報交換など気軽に交流で
きる子育て環境づくりの拠点として重要な役割を担っている。

児童の健全育成、児童と保護者の交流の場として重要な事業であり現
行ど
おり継続する。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

核家族化が進行し子育てに対する問題、悩み等が増大しており、子育て支援の充実は重要
な事業の一つである。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

名称

必要性

有効性

効率性

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

地域との交流や講座等を実施し、子どもや子育て中の親たちの交流により、地域の子育て
支援の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援していく。

児童館は、児童に健全な遊びを提供する中で、心身の健康を増進し、情緒を豊かにする育
成機能を有する施設であり、また、児童と保護者が遊びを通してのふれあいや交流を促進
する場となるよう各事業を進めていくことが重要である。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

④取組状況

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

子育て世代の市民から特に多く要望され、昨年度（Ｈ２３）完成した。子育てに係る情報が少ないことから，児童館を起点に乳児から児童までへ最新情
報の発進に努める。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

今後も子育て支援の充実を図っていかなければなら
ないため廃止できない。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・補助金交付申請事務
・すみれ保育園増築工事の進行監理、連絡調整

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
実施予定なし 実施予定なし 実施予定なし

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

20

評価区分

評価事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】
年度内完成

根拠法令

３　【年度目標】

民生費

総
合
計
画

茨城県安心子ども支援事業費補助金交付要項

1/2

関連計画款

笠間市保育所等の複合化・
多機能化推進事業費補助金
　　45,892,000円

園

園

単位
園

28年度（目標）

対象保育園数

事業実施保育園数

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

事業実施保育園数

補助金交付申請事務

成
果
指
標

対
象
指
標

0

22年度（実績）

【DO】事務事業の実施

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

民間保育所

市の復興計画に基づき，保育所の多機能化に関する
整備費について補助する。

⑤
成果
指標

活
動
指
標

25年度（計画）

負担金の有無

24年度（実績）

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

新規

所属部課名 福祉部　子ども福祉課

○

H24 H24

―

共催者・関係団体

県補助県子ども家庭課

実施手法

予
算
科
目

会計
一般

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

26年度（目標）22年度（実績） 23年度（実績）

1

0 0

25年度（目標）

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）24年度（実績）

30,595

27年度（計画）

4500.06

45,892

0

0 0

0 0

0

0

450 0

46,342 0

1

0

0

0

0

27年度（目標）

0

0

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

園事業実施保育園数

対象保育園数

事業実施保育園数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

保育所等の複合化・多機能化推進事
業

児童福祉総務費児童福祉費 保育所等の複合化・多機能化推進事業

１　子ども・子育て支援
１　保育内容の充実

細目名

新規・継続
開始年度

項

0

0

事
業
期
間

6

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策
目

子どもと子育てを身近な地域で支え
る観点から，保育所等の子育て施設
の複合化・多機能化を図る基盤整備
を進めることを目的としており，すみれ
保育園で，保育室，病児・病後児室，
調理室を増築し，新たに「子育て支援
事業」「病児・病後児保育事業」に取
り組むことから，増築工事の経費に対
して補助する。。

茨城県安心子ども支援事業費補助
金
　負担割合：基準額の1/2（国）、1/4
（市）、1/4（事業者）

目
的

0

15,297

0 0 0

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

園

園



子育て支援事業において、私立保育所の基盤整備を図ったことにより充
実が図れた。

東日本大震災の復興支援として実施している補助事業であるため，事業実施にあたっては市の復興計画に基づく事業であることが条件となる。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価

すみれ保育園において実施した事業で、保育室、病児・病後児室、調理室を増築したもの
であり、子育て支援事業の充実が図れるものと考える。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

資源配分 －

総合評価

今後の方向性 事業完了

この事業については平成２４年度で完了
した。

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

今回の事業は、東日本大震災の復興支援事業として補助事業により実施したものであり、
平成２４年度で完了となる。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

今回の事業は、東日本大震災の復興支援事業として補助事業により実施したものであり、
平成２４年度で完了となる。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

子どもと子育てを身近な地域で支える観点から、保育所等の子育て施設の複合化・多機能
化を図る基盤整備を進めてものであり適切である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

人

交付要綱の整備
入学前の事前相談の実施，支給申請の受付，支給の審査，
訓練促進費の支給（毎月），受給者の状況確認

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
入学前の事前相談の実施，支給申請
の受付，支給の審査，訓練促進費の
支給（毎月），一時金の支給，受給者
の状況確認

同左 同左

事
業
期
間

開始年度
新規新規・継続

総合計画実施計画

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0

千円

0

0

千円

0

千円

千円

0

新規申請者

支給者総数

支給対象者

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

2

700

4,825

1

4,825

27年度（目標）

1,125 1,125

23

扶助費：2,400,000円

24年度（実績）

2

26年度（計画）

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

根拠法令

725 700

3,525 4,825

1

1,125

0

1,125

0

0

1,125

3,700

0.15

3,700

1,125

3,700

0.15

2成
果
指
標

926

1,387

1,1250.15

28年度（計画）

1,387

23年度（実績）

516

1,387

1,387

926

0.15

600

2,400

926

700

4,825

1

26年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

2
活
動
指
標

25年度（計画）

1,284 1,387

24年度（実績）

1,387

1

1,387

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営

実施手法 負担金の有無

母子家庭の母の就業を有利にさせる
ための資格取得を促進させることを目
的に，養成機関で修業している期間
において訓練促進費を支給する。

予
算
科
目

会計
一般 民生費

H24 単年度繰り返し 共催者・関係団体

目

１　子ども・子育て支援
４　ひとり親家庭等への支援

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

評価事業

21

国・県補助 厚生労働省
母子家庭高等技能訓練促進事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

福祉部　子ども福祉課

○

所属部課名

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 3/4

人

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

人

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

新規申請者
高等技能訓練促進費：100,000円上限
入学支援修了一時金：50,000円上限

①対象
(働きかける相手・もの）

総
合
計
画

児童福祉法，高等技能訓練促進費等事業実施要綱

細目名
母子福祉費児童福祉費 母子家庭高等技能訓練促進事業

款 項

１　【事務事業の全体概要及び背景】
適正な支給
３　【年度目標】

支給対象者

手
段

人

母子家庭の母

母子家庭の母の就業を有利にするための資格取得の
促進を目的とし，訓練費を支給する。

支給者総数

28年度（目標）

1,125

1,125

926

3,700

0.15

1,387

1,125

対
象
指
標

700



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

母子家庭の母の自立を促し、就業を有利にさせるための資格取得を促進させるため養成機
関の修業に対する訓練促進費を支給するものであり適切である。

母子家庭の母に資格取得のための支援は今後も必要であり、現行どお
り継続実施する。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
母子家庭の安定的な生活を確保するためには必要な事業である。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

名称

必要性

有効性

効率性

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

母子家庭が増えていく傾向があり修業の状況も厳しくなってきている状況であるため、修業
に有利な資格を取得させることが必要となっている。

母子家庭の修業を有利に導き安定した生活を確保するための事業として実施しているもの
で、今後も継続して実施することが重要である。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

④取組状況

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

資格取得により母子の就業が有利になるよう支援する本制度は，母子の経済的自立を促進する観点からも意義がある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

母子家庭の安定した生活の確保のため修業の支援
を行うものであり廃止できない。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

　【例月】保育所運営費支払事務

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
認定こども園・幼稚園・保育所の窓口
一本化の検討

認定こども園・幼稚園・保育所の窓口
一本化に向けての準備
（機構改革，条例・規則等の整備な
ど）

本格実施

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

22

評価区分

評価外事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

３　【年度目標】

民生費

総
合
計
画

児童福祉法

3/4

関連計画款

保育所入所負担金
　　　　544,415,270円

人

人

単位
園

28年度（目標）

運営費支払保育園数（市内民間・市外保育
園）

延入所人員（市内民間・市外保育園）

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

延入所人員（市内民間・市外保育園）

入所負担金支払事務

成
果
指
標

7,522

対
象
指
標

31

110,644

0.56

84,552

0

22年度（実績）

【DO】事務事業の実施

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

民間保育所及び市外委託の公立保育所

児童福祉法に基づき民間保育所及び市外委託の公
立保育所に運営費を支払う。

⑤
成果
指標

活
動
指
標

25年度（計画）

88,935

負担金の有無

85,806

24年度（実績）

191,996 110,644117,712

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

継続

所属部課名 福祉部　子ども福祉課

H18年度 単年度繰返し 共催者・関係団体

国・県補助
厚生労働省

県子ども家庭課

実施手法

予
算
科
目

会計
一般

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ○

85,806 85,806

7,760

110,644

26年度（目標）

85,806

22年度（実績） 23年度（実績）

7,7607,522

81,780

0 4,200

25年度（目標）

163,560

28年度（計画）

171,612

23年度（実績） 26年度（計画）24年度（実績）

171,612169,104 178,977 171,612 171,612

27年度（計画）

112,485

166,606

4,2000.56

544,416

3330

7,753

0

166,606 166,606

110,644

4,200 0.56 4,200

534,668 534,668

0.564,2000.56

512,892

4,200 4,200

548,616 538,868

7,753

7,7607,760 7,760

31

538,868

4,200

31

538,868

31

7,760 7,760

7,7607,760

7,760

4,200

27年度（目標）

538,868

4,200

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

人延入所人員（市内民間・市外保育園）

運営費支払保育園数（市内民間・市外保育園）

延入所人員（市内民間・市外保育園）

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

保育運営事業

児童福祉総務費児童福祉費 保育運営事業

１　子ども・子育て支援
１　保育内容の充実

細目名

新規・継続
開始年度

項

0

541,982

事
業
期
間

31

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策
目

児童福祉法に規定する保育の実施
に要する最低基準を維持するための
費用で、保育に欠ける児童の保育を
市内民間保育所並びに市外公立・民
間保育所に委託したときに市から保
育所に支弁する。
　補助率：国　1/2，県　1/4

　市内民間保育園　　6園
　広域保育委託保育園（市外公立・
民
　間保育園）

※H２４年度において，子ども・子育て
関連３法が改正されたことに伴い，財
政措置が認定こども園・幼稚園・保育
所を通じた共通の「施設型給付」にな
る。

目
的

166,606

534,668

84,508155,067

512,892 541,982

170,614

534,668

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

園

人



児童福祉法に基づく保育実施に対する支弁であり、現行どおり継続実
施する。

H２４年度において，子ども・子育て関連３法が改正されたことに伴い，平成２７年度より財政措置が認定こども園・幼稚園・保育所を通じた共通の「施
設型給付」になるため，認定こども園・幼稚園・保育所の窓口の一本化，条例・規則等の改正，幼稚園・保育所のシステムの統合等の調整が必要とな
る。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

児童福祉法に基づく支弁であり廃止できない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価

児童福祉法に基づく保育の実施に要する費用の支弁を行うものであり適切である。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

資源配分 現  状  維  持

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
児童福祉法に基づく保育の実施に要する費用の支弁を行うものである。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
児童福祉法に基づく保育の実施に要する費用の支弁を行うものである。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
児童福祉法に基づく保育の実施に要する費用の支弁を行うものである。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります

人

人

認定こども園数

人

平成24年8月　　子ども・子育て支援関連３法改正（国）
平成24年11月　子ども・子育て関連３法説明会（県主催）
平成25年3月　　市町村等子ども・子育て支援新制度担当者
会
　　　　　　　　　　 議（県主催）

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
①子ども・子育て会議の開催
②笠間市子ども・子育て支援計画策
定
　　・ニーズ調査の実施
③制度管理システムの検討
④行政窓口の一本化の検討
　　・学務課との調整

①子ども・子育て会議の開催
②笠間市子ども・子育て支援計画策
定
　　・県協議
　　・支援計画の確定，県提出
③制度管理システムの導入準備
④行政窓口の一本化
　　・条例，規則等の改正
　　・機構改革

本格実施

事
業
期
間

開始年度
新規新規・継続

総合計画実施計画

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0

千円

0

0

千円

0

1

9

千円

千円

0

幼稚園入園児数

幼稚園数

認定こども園入園児数

保育所数

未就学児数

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

時間外

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

園 2 2

538

2 3

349

8

6

4,171

1,500

715

1,500

27年度（目標）

1,500 1,500

9

77

24年度（実績）

7

1,023

26年度（計画）

9441,0231,023

25年度（目標）

関連計画

事業費及び指標の推移

目
的

―

根拠法令

4,171 4,171

1,500 1,577

349

825

1,500

0

1,500

1,023

0

0

1,500

77

0.20

0

1,500

0

0.20

8成
果
指
標

9

1,5000.20

28年度（計画）23年度（実績）

0.20

0

77

4,171

1,500

349

825

26年度（目標）

22年度（実績）

214

22年度（実績） 23年度（実績）

960
活
動
指
標

25年度（計画）

保育所入所児数

24年度（実績）

825

27年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法 負担金の有無

すべての子どもに良質な育成環境を
保障する等のため，子ども及び子育
て支援のための給付の創設並びにこ
れに必要な財源に関する包括的かつ
一元的な制度の構築等の所要の措
置を講ずる。
【全体概要】
(1)子ども・子育て支援会議の設置
(2)笠間市子ども・子育て支援計画策
定
　　に向けたニーズ調査の実施
(3)制度管理システムの整備
(4)施行準備のための体制整備
　　1)行政窓口の一本化
　　2)準備組織の設置

予
算
科
目

会計
一般 民生費

H24 H26 共催者・関係団体

目

１　子ども・子育て支援
１　保育内容の充実

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

評価事業

23

国補助 厚生労働省
子ども・子育て新制度推進事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

福祉部　子ども福祉課所属部課名

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 未定

園 9

園

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

園

園

単位

保育所数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

園

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

幼稚園入園児数
保育所入所児数

幼稚園・保育所の窓口の一本化
認定こども園入園児数

①対象
(働きかける相手・もの）

総
合
計
画

子ども・子育て支援法　他２法
細目名

児童福祉総務費児童福祉費 児童福祉総務費標準的事業（保育G)

款 項

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

未就学児数

手
段 人

人
認定こども園数

０歳児から小学校入学前の児童のいる世帯

平成２７年度本格実施に向けて諸準備を行う。
幼稚園数

人

28年度（目標）

1,500

1,500

0

0.201,500

対
象
指
標

4,171



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

子ども・子育て関連法案の改正に伴い関連業務の整備等を進めるものである。

新制度に向けての計画策定などの事業であり、現行どおり継続実施する。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
子ども・子育て関連法案の改正に伴い関連業務の整備等を進めるものである。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

名称

必要性

有効性

効率性

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
子ども・子育て関連法案の改正に伴い関連業務の整備等を進めるものである。

平成２７年度からの新たな制度に伴う整備を実施していくものであり重要な事業である。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

拡  　　　　　充

④取組状況

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

平成２４年８月の子ども・子育て関連３法改正に伴うもので，消費税増税分を財源とし平成２７年度より本格実施する計画となっている。現時点では，幼
稚園は学務課，保育所・認定こども園は子ども福祉課が所管課であるため，補助制度・窓口の一本化等，２５年度より準備を進める必要がある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

平成２７年度からの新たな制度に対する整備であり廃
止できない。



２　【H24事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H25事業計画 H26事業計画 H27事業計画
認定子ども園建設に向けての保護者
説明会の実施や、実施計画書等の作
成

認定子ども園建設に向けての基本設
計、実施設計、保護者説明会の実施

認定子ども園を建設し、開園に向
けての準備

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計画
重点視点

事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

24

評価区分

評価事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】

根拠法令

３　【年度目標】

民生費

総
合
計
画

子ども・子育て支援法
関連計画款

報酬　　３１，５００円

箇所

箇所

箇所

単位
箇所

28年度（目標）

公立幼稚園数
公立保育所数

公立認定子ども園数

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

公立認定子ども園数
私立認定子ども園数

幼保連携型認定子ども園の整備
　Ｈ２５年度：実施計画
　Ｈ２６年度：基本設計、実施設計（笠間地区）
　Ｈ２７年度：建設工事（笠間地区）、基本設計、実施設計
（稲田地区）

成
果
指
標

対
象
指
標

1

箇所

0.200

22年度（実績）

【DO】事務事業の実施

④
対象
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段

0歳から5歳までの保護者

平成２８年度開園に向けての整備をする。
⑤

成果
指標

活
動
指
標

25年度（計画）

負担金の有無

私立認定子ども園数

24年度（実績）

補
助
単
独
区
分

所管省庁建設・整備事業

終了年度
補助率

新規

所属部課名 福祉部　子ども福祉課

Ｈ２４ Ｈ２８ 共催者・関係団体

市単独

実施手法

予
算
科
目

会計
一般

5　人が輝き、豊かな文化を創造・発信するまちづくり
1　次代を担う子どもを育みます

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
― ―

0

26年度（目標）22年度（実績） 23年度（実績）

0

1

4 4

0 1,500

25年度（目標）

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）24年度（実績） 27年度（計画）

40

1,5000.20

32

0

485,806 145,924

1,500 0.20 1,500

485,806 145,924

0.201,5000.20

0

1,500 1,500

1,532 1,540

2

00 0

2

4

487,306

1,500

4

2

36,685

2

2

0 0

10

1

1,500

2

27年度（目標）

147,424

2

1,500

3

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

箇所

箇所公立認定子ども園数

公立幼稚園数

公立保育所数

公立認定子ども園数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

認定子ども園建設事業

児童福祉総務費児童福祉費 児童福祉費総務費標準的事業（保育Ｇ）

1　幼児教育
1　幼児教育・保育体制の整備

細目名

新規・継続
開始年度

項

0

0

事
業
期
間

2

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策
目

　公立保育所の老朽化及び公立幼
稚園の定員割れに対応するための今
後の方向性について幼児施設設置
協議会や庁議等で協議を重ね検討し
た結果、笠間幼稚園とてらざき保育
所、稲田幼稚園といなだ保育所を公
立の幼保連携型認定子ども園として
それぞれに整備することとした。

目
的

35,185

40

32

0 0 35,185

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

箇所

箇所

箇所



公立幼稚園・保育所を幼保連携型認定子ども園として整備していくもの
であ
り、現行どおり継続実施する。

　国の子ども・子育て関連３法の公布による、幼児期の学校ｊ教育・保育・地域の子ども・子育て支援を総合的に推進することし、認定子ども園制度の
改善や、認定子ども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付等の創設、地域の子ども・子育て支援の充実を計る必要がある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

公立幼稚園・保育所の定員割れや老朽化に対応す
るための計画であり廃止できない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価

幼保連携型認定子ども園については、笠間地区と稲田地区のそれぞれの公立幼稚園と保
育所を一体的に整備することで進めていく計画としている。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

資源配分 拡  　　　　　充

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　子ども園開園に伴い、幼稚園分の定員の見
直しを行う。

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

公立幼稚園と保育所を一体化し、定員割れや建物の老朽化の改善を図るものであり、今後
具体的な内容の設計や人員の検討を行っていくものである。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
平成２８年４月の開園に向け整備の準備を進めていくものである。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

公立幼稚園・保育所のあり方について検討してきた結果、幼保連携型認定子ども園の整備
を図るものである。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》




